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1. はじめに

近年，首都圏などの都市部においては，ICT の効果的な
利活用によって環境負荷低減を実現するグリーン ICTへの
取り組みが盛んである [1]．一方，地方においては，環境負
荷低減だけでなく，少子高齢化，市町村合併による生活拠点
や都市機能の広域分散化といった地域課題の解決策が求め
られている．本稿では，生活拠点や都市機能が広域に分散す
る地域として宮城県栗原市を実証実験のフィールドとし，地
方における環境負荷低減と地域課題を解決するための人の
暮らしと自然環境が共生する ICTシステムの実現と技術規
格・仕様の標準化の推進を目指す「栗原グリーンプロジェク
ト」の概要と地域実証を行うために開発を進めている生活・
行政支援ネットワークシステム，エネルギー監視・管理シス
テムの設計について述べる．

2. 栗原グリーンプロジェクト

栗原グリーンプロジェクトは，生活拠点や都市機能が複合
的に分散する地域（広域分散型地域コミュニティ）を対象と
して，環境負荷低減に資するネットワーク統合制御システム
を実現するための通信プロトコルに係る技術規格の標準化
に向けた地域実証を行うプロジェクトである．現在，実証実
験を行う宮城県栗原市の地域特性に応じた通信ネットワー
クの構築・実証を行っている [2]．
(1) 宮城県栗原市の地域的特徴
　実証実験のフィールドである宮城県栗原市の地理的特徴
を図 1 に示す．栗原市は，宮城県の北西部に位置し，2005
年に 9 町 1 村が合併した市である．栗原市役所を中心に半
径 20km に 9つの支所 (行政機能)が分散しており，東京 23
区よりも東西に広く，支所から離れた山域にも居住者がい
る．市の特徴として，少子高齢化，人口の減少の問題を抱え
ており，地域活性化や人と人とのつながりの向上，高齢化社
会に伴う自家用車に依存しない生活や行政サービスの効率
的な提供の実現が期待されている．また，渡り鳥や紅葉など
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図 1 宮城県栗原市の地域的特徴．

豊かな自然に恵まれており，地域の自然環境保全のためにも
環境負荷低減の対策が強く求められている．
(2) 栗原グリーンプロジェクトの特徴
　 2009年の「鳩山イニシアティブ」などの影響もあり，環
境負荷低減を実現するためのグリーン ICTの試みが盛んに
行われている．特に，東京などの都市部では，ビルや住居の
空調制御や IT機器，データセンターの電力消費の削減，ト
ラックによる物流の効率化や交通渋滞の緩和，工場や発電所
による石油等の化石燃料消費削減など，環境負荷低減の試み
が盛んである．現在は，家庭内の電力情報を含めたスマート
コミュニティなどに関心が集まっているが，そのほとんどは
都市部の課題に特化した取り組みである．
栗原グリーンプロジェクトでは，そのような都市型のアプ
ローチに見られる ICT による建物や設備のエネルギー管理
に特化した環境負荷低減の課題だけではなく，地域の人 (市
民) の暮らしに関わる課題についても併せて解決を目指す点
が大きな特徴となっている．
(3) 栗原グリーンプロジェクトの概要
　図 2 に本プロジェクトの全体像となる広域分散型地域を
一体化し自然環境と人が共生するための ICTシステムを示
す．本プロジェクトの目的は，生活拠点や行政機能が分散し
た広域分散型地域において，ICT システムによる広域分散
型地域の生活拠点や行政機能の統合を行うための ICTシス
テム構築に関する地域実証実験を通して，行政サービスの効
率的な提供と，人と人とのつながりを目指した ICTによる
環境負荷低減と地域課題解決の両立を実現することである．
地域課題解決と環境負荷低減を実現するため，本プロジェ
クトでは図 2 に示す 5 つのテーマを実施する．すなわち，
支所や生活拠点間を有線・無線ネットワーク，NGNのネッ
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図 2 広域分散型地域を一体化し自然環境と人が共生する

ための ICTシステム．

トワークで効果的に接続したネットワーク基盤上で，(1) 行
政アクセス支援，(2) 生活支援，(3) ICT システム消費エネ
ルギー監視，(4) 建物消費エネルギー監視，(5) 太陽光発電
エネルギー監視を行う．(1) 行政アクセス支援と (2) 生活支
援は，テレビ会議システム，パークアンドライド，行政相談
サービスを例として，人の暮らしの支援と環境負荷低減を行
い，地域課題の解決を目指す．一方，(3) ICT システム消費
エネルギー監視，(4) 建物消費エネルギー監視と (5) 太陽光
発電エネルギー監視は，建物や設備の環境負荷低減を目指
し，具体的には，行政施設の建物とその施設で利用されてい
る ICT機器の環境負荷低減を目指す．

3. 実証実験システムの設計

(1) 生活支援システム
生活支援システムは，(a) ハイビジョンテレビ (HDTV)

会議システム，(b)パークアンドライド促進システムから成
る．
(a)ハイビジョンテレビ (HDTV)会議システム
　市民参加型の遠隔講演，セミナー，コミュニティ活動支
援など人と人のつながりを促進するため，自治体が管理す
る多種多様な HDTV会議システムの相互接続を実現する呼
制御プロトコルを開発し，相互接続実証により HDTV会議
システムのマルチベンダ相互接続を実現する．具体的には，
NGN-SIP，SIP，H.323 などの異なる呼制御プロトコルの
インターワーク方式を設計・開発する．
(b)パークアンドライド促進システム
　観光地などでは，交通渋滞を解消するために，自家用車を
途中の駐車場等に駐車し，最寄のバス停からバスに乗り換え
て目的地へ向かうパークアンドライドの促進が推進されて
いる．パークアンドライドは渋滞の解消だけでなく，CO2

排出量削減や大気汚染の低減という効果も期待されている．
しかし，観光地などの山間部において不定期に走行するバス
の場合，観光者はバスの到着時間を把握することが困難であ
る．そこで，利用者に対してタイムリーにバス走行状況や混
雑状況，観光情報などを提供するスマートフォンを用いた
パークアンドライド支援システムを設計・開発する．
(2) 行政アクセス支援システム
行政施設の広域分散化により，市民は相談内容に応じて市

役所や支所へ車で移動する必要がある．市民の市役所や支
所への移動を最小にし，行政アクセス拠点を市民の生活の場
に近づけるため，支所や公民館などで即興的に提供可能な行
政アクセス支援システムを提案する．具体的には，行政アク
セス支援サービスのニーズの分析，利活用方法及びサービス

仕様の検討，ソフトウェア化を行い，市民が歩いて行ける最
寄りの公民館などに職員が携帯型端末を持ち，出向くこと
で，擬似的な対面サービスを提供することが可能なシステム
を設計・開発する．
(3) ICTシステム消費エネルギー監視
現在，ビルなどの建物に関するエネルギーマネジメントシ
ステムでは，気温や湿度等の環境パラメーターを監視する
ことにより省電力運転制御を行っている．一方，ICT シス
テムにおいては，業務用 PCの増加と電力消費に伴う CO2

排出量の増加が指摘されている．業務用 PCの CPU負荷，
HDD負荷，電源設定，その PC 上で動作しているサービス
などの稼働状況および様々なネットワーク機器の情報を網
羅・整理し，環境負荷低減に役立つ情報を SNMPによって
監視・制御するためのMIBの拡張仕様，すなわち，グリー
ン指向管理情報ベース (G-MIB)を設計・開発する．
(4) 建物消費エネルギー監視と (5) 太陽光発電エネルギー
監視
従来のエネルギー管理システムは，オフィスビルなどの建
物が主に対象であり，個々に管理されているのが現状であ
る．一方，市町村では，合併による生活拠点や都市機能の広
域分散化が進んでおり，支所などの広域に分散した建物に
関する統一的なエネルギー管理が求められている．市役所
や複数の支所等を対象とし，分散した建物のエネルギーや
ICT 機器が消費するエネルギー，太陽光発電システムによ
るエネルギーをネットワーク経由で効果的に監視するため
のエネルギー管理システム，データ統合管理法，可視化ツー
ルを設計・開発する．

4. 評価方法

3章で述べた 5つのテーマごとに人や自動車の移動，ICT
機器，建物により発生する CO2 排出量削減効果に関する評
価を行う．また，CO2 削減量の検証に加えて，各システム
に関する利便性や改善点などに関するアンケートを，住民
やシステム利用者を対象に予定している．さらに，建物消費
エネルギー監視と太陽光発電エネルギー監視から得られる
データ，G-MIBから得られるネットワーク機器のデータの
効果的なデータ統合方法を検証する．

5. おわりに

本稿では，生活拠点や都市機能が広域に分散する宮城県
栗原市において環境負荷低減と地域課題を解決するための
ICT システムの実現と技術規格・仕様の標準化の推進を目
指す「栗原グリーンプロジェクト」の概要について述べた．
今後は，実証実験を推進すると共に，技術規格・仕様の標準
化へ向けた詳細化な検討を行う．
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